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東京都区部の人口と単身世帯数の増加に伴い小規模なマンションは増加しており、すべての区におい

てワンルームマンション規制をしている。本論文では 30㎡未満の中古マンションに焦点をあて、ヘドニ

ック分析によりワンルームの密度と規制の影響と同時に、30㎡未満と 30㎡以上の中古マンションとの不

動産の属性が価格に与える影響の違いを分析する。分析の結果、30 ㎡未満の中古マンションは都心部の

地価の高い地域に多く分布し、30 ㎡以上の中古マンションに比べ狭いほど単価が上昇し、経年による価

値の低下が大きいこと、30㎡未満の中古マンションの取引割合の高密地域（町単位）で 30㎡以上の価格

が低くなる一方で、30㎡未満の中古マンションの取引割合が高い区ほど 30㎡以上の価格が相対的に高く

なることが分かった。そして、規制の効果は最低面積規制と課税の効果が認められた。 

 

Key Words: ヘドニックアプローチ（ hedonic approach ） ,ワンルームマンション（  one-room 
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１．はじめに 

 
（１） 研究の背景と目的  

1990 年代の後半以降、郊外に流出してい

た人口の転出が収まり、東京都区部の人口

が増加に転じた。一世帯当たりの人数が低

下し、単身者世帯が増加したことを背景に

して非木造共同住宅、特に小規模マンショ

ンが増加している（住宅・土地統計調査）。 
 

 
図 1 東京都区部非木造共同住宅戸数  

住宅・土地統計調査より作成  

 

図 1 の東京都区部の非木造共同住宅数の

面積別推移をみると、1998 年以降共同住宅

数は急増し、総戸数は、2013 年には 1993
年の約 3.1 倍に達している。特に、29 ㎡以

下と 70～99 ㎡の住宅数の増加が大きく、

29 ㎡以下は 2013 年には 1993 年の約 4.5
倍の戸数になっている。  

次章で述べるように、東京 23 区におけ

る 30 ㎡未満の中古マンションの取引量は

中古マンションの 3 分の 1 以上を占める。

特に都心部で 50%を超える区もある。  
ワンルームマンションに関して東京の各

区は「2007 年の税源移譲で地方の税収にお

いて住民税や法人税が重要となり、住民税

を多く徴収できるファミリー層の定着・流

入を重視したこと」、「ワンルーム居住者の

地域コミュニティへの参加が少なく、ゴミ

出し等のトラブルが多いこと」などからワ

ンルームマンションの規制を強化した（表

３参照）。  
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ワンルーム規制はマンションの価格形成

に影響を与えると思われるが、ワンルーム

マンション（以下では 30 ㎡未満のマンシ

ョンと置き換える）の密度が高いことも地

域のマンション需要に影響を与えると思わ

れる。また、30 ㎡未満と 30 ㎡以上の中古

マンションでは需要層が異なり、不動産の

属性の効果も異なると考えられる。  
以上から、本論文では東京 23 区で特に

増加している 30 ㎡未満の中古マンション

に焦点をあて、30 ㎡未満のマンションの取

引割合（取引割合の高い地域はストックの

割合も高いと推定される）の影響と規制の

効果を検討すると同時に、価格形成の 30
㎡以上の中古マンションとの違いを検討す

ることを目的とする。そのためにまず、東

京 23 区における 30 ㎡未満の中古マンショ

ンの取引割合の地域的分布（町ベース）を

検討し、次に、30 ㎡未満の中古マンション

と 30 ㎡以上の中古マンションの 30 ㎡未満

の取引割合、規制を含む不動産の属性等が

価格に与える影響についてヘドニック分析

を用いて検討することとする。  
 
（２） 既存研究と本論文の特徴  

ヘドニック分析を用いて中古マンション

価格を議論する論文は多数ある。例えば、

時間に伴う質の市場の評価の変化を考慮し

た論文としては、高辻・小野・清水 [2002]
１）

がある。これは東京都区部の中古マンシ

ョンを対象に品質と価格との関係を検討す

るもので、質の市場評価の時間的な変化を

考慮したモデルと考慮しないモデルにより、

市場評価の時間的変化の有無の検証を行う。 
中村・竹下 [2003]２）

では、情報の効率性

とリスクプレミアムについて、投資用中古

マンションの多い東京 23 区のワンルーム

マンションを対象として議論し、期待キャ

ピタルゲイン率の低下のみならずリスクプ

レミアムの上昇が、近年の不動産価格の下

落と低迷の要因であるかの検証を行ってい

る。  

花里・大谷・佐々木 [2013]３）
では、建築

年の異なる中古マンション価格の評価方法

をヘドニック分析により議論している。  
ワンルーム規制を扱った論文も幾つかあ

る。木下・大月・深見 [2008]４）
では、ワン

ルームマンションにかかわる問題と、それ

に対する行政のワンルーム規制の問題を論

じ、有井 [2011]５）
では、ワンルーム規制が

家賃に与える影響を DID 推定と OLS 推定

で分析を行っている。  
本論文の既存研究と比較した新規性は、

ワンルームマンションの取引割合（密度）

とそれに対する規制の価格に対する影響を

検討していることと、30 ㎡未満と 30 ㎡以

上の中古マンションの不動産の属性が価格

に与える影響の違いを分析していることで

ある。  
 

２．30 ㎡未満の中古マンション取引の地

域的分布とワンルーム規制  

 
(１) データの出典  

本章での分析および次章のヘドニック分

析における使用データは、国土交通省の土

地総合情報システムより取得した 2008 年

から 2015 年の東京都区部のマンションデ

ータおよそ 7 万件のうち、欠損データや、

㎡単価の上下 0.5％の異常値を削除した

69029 件のデータを使用する。  
不動産取引価格情報のデータは、土地及

び中古マンション等の所有権移転登記情報

をもとに実施したアンケート調査に基づく

ものであり、国土交通省によれば回答率は

30％程度であるとのことである。この情報

に基づいて、30 ㎡未満の中古マンション取

引の全中古マンション取引に占める割合を

見ることとする。  
 
(２ ) 時系列的な推移  

まず、東京 23 区の 30 ㎡未満の中古マン

ション取引件数の時系列的な変化をみる。  
 


